















































































































































































































































































































































































































































（８）２００６年に「教育質保証センター」（PPMP＝Pusat Penjamin Mutu Pendidikan）と改称されたが、本稿で
は旧称を用いる。
（９）詳しくは藤長・古川・エフィ（２００６：８９）表４「教師の成長のための研修モデル」を参照。
（１０）７頁で東ジャワには教師会の下に６つの支部が活動していると述べているが、図２では模式的に３つの支
部のみ図示している。
（１１）図２東ジャワと同様に、模式的に４つの支部のうち２つを図示している。なお、ジョグジャカルタ特別州
は独立した「教師会」として認知されているが、実質的には中部ジャワ地域全体としてネットワークを形
成し、その下部組織として機能しているため、本稿では中部ジャワ教師会の「支部」として扱っている。
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